
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】

道路交通情報を記憶する道路交通情報記憶手段と、車両の走行距離と進
行方位を検出して車両の走行軌跡を演算する走行軌跡演算手段と、前記走行軌跡演算手段
により演算された走行軌跡を前記道路交通情報記憶手段に記憶されている道 照合して
マップマッチングを行い、その走行軌跡が前記道路交通情報記憶手段に記憶されていない
未登録の道 否かを判定する未登録情報判定手段と、前記未登録情報判定手段により未
登録と判定された道路 情報を前記道路交通情報管理センターへ送信するとともに、前記
道路交通情報管理センターで新規に登録された道路 情報を前記道路交通情報管理センタ
ーから受信する通信手段と、前記通信手段で受信した新規登録の道路 情報に基づいて前
記道路交通情報記憶手段の道路交通情報を補正する補正手段とを備えることを特徴とする
車両用経路誘導装置。
【請求項２】
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道路交通情報管理センターと車載経路誘導装置（以下、車載装置という）を搭載した複数
の車両との間で道路交通情報の授受を行う車両用経路誘導装置であって、
前記道路交通情報管理センターは、前記複数の車両から後記未登録の道路の情報を収集す
る情報収集手段と、前記情報収集手段で前記複数の車両から収集された後記未登録の道路
の情報の中に同様な未登録の道路の情報が所定数以上ある場合にその未登録の道路を新規
に登録する道路とする情報登録手段と、前記情報登録手段で新規に登録された道路の情報
を前記複数の車両へ提供する情報提供手段とを備え、
前記車載装置は、

路と

路か
の

の
の



請求項１に記載の車両用経路誘導装置において、
前記未登録情報判定手段は、

走行軌跡を未登録の道 あるとすることを特徴とする車両用経路
誘導装置。
【請求項３】
請求項１または請求項２に記載の車両用経路誘導装置において、

交通規制情報を入手する
交通規制情報入手手段を備え、
前記未登録情報判定手段は、前記交通規制情報入手手段により入手した走行道路の交通規
制情報を前記道路交通情報記憶手段に記憶されている交通規制情報と照合し、両者が異な
る場合には未登録の交通規制情報であると判定し、
前記通信手段は、前記未登録情報判定手段により未登録と判定された交通規制情報を前記
道路交通情報管理センターへ送信するとともに、前記道路交通情報管理センターで新規に
登録された交通規制情報を受信し、
前記補正手段は、前記通信手段で受信した新規登録の交通規制情報に基づいて前記道路交
通情報記憶手段の交通規制情報を補正することを特徴とする車両用経路誘導装置。
【請求項４】
請求項３に記載の車両用経路誘導装置において、
前記未登録情報判定手段は、

場合に、その交通規制情報
を未登録の交通規制情報であるとすることを特徴とする車両用経路誘導装置。
【請求項５】
請求項 に記載の車両用経路誘導装置において、

は、 情報または
交通規制情報が種類の異なる複数の車両から得られた場合に、その

情報またはその 交通規制情報を新規に登録することを特徴とする車両用経路
誘導装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、道路地図上に車両の現在地と目的地までの最適経路を表示して乗員を誘導する
車両用経路誘導装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
道路地図記憶装置に記憶されている道路交通情報を用いて目的地までの最適経路を演算し
、道路地図上に車両の現在地と最適経路を表示して乗員を誘導する車両用経路誘導装置が
知られている（例えば、特開平２－２４４１８８号公報参照）。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、道路地図記憶装置に記憶されていない道路（この明細書では未登録道路と呼ぶ
）を走行した時に、その道路の走行軌跡を実在する道路として記憶し、以後、道路地図の
表示や最適経路の演算などに用いることが考えられる。
しかしながら、ＧＰＳ航法や自立航法による現在地の検出精度には誤差があるため、道路
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前記道路交通情報記憶手段に記憶されている道路と一致しな
い走行軌跡が所定の回数以上検出され、それらの走行軌跡どうしのずれが所定距離以下で
ある場合に、それらの 路で

前記道路交通情報管理センターではさらに、前記情報収集手段が前記複数の車両から後記
未登録の交通規制情報を収集し、前記情報登録手段が前記情報収集手段で前記複数の車両
から収集された後記未登録の交通規制情報の中に同様な未登録の交通規制情報が所定数以
上ある場合にその未登録の交通規制情報を新規に登録する交通規制情報とするとともに、
前記情報提供手段が前記情報登録手段で新規に登録された交通規制情報を前記複数の車両
へ提供し、
前記車載装置ではさらに、ＶＩＣＳ、ビーコン、ＦＭ多重により

特定の道路に対して前記道路交通情報記憶手段に記憶されて
いる交通規制情報と異なる交通規制情報が３回以上入手された

３または請求項４
前記道路交通情報管理センターの前記情報登録手段 前記未登録の道路の 前
記未登録の 未登録の道
路の 未登録の



地図記憶装置に記憶されている道路（この明細書では登録道路と呼ぶ）を未登録道路と誤
認したり、未登録道路を登録道路と誤認することがある。
【０００４】
本発明の目的は、未登録の道路交通情報を正確に検出して道路交通情報に追加登録する車
両用経路誘導装置を提供することにある。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
（１）　請求項１の発明は、

道路交通情報を記憶する道路交通情報記憶手
段と、車両の走行距離と進行方位を検出して車両の走行軌跡を演算する走行軌跡演算手段
と、走行軌跡演算手段により演算された走行軌跡を道路交通情報記憶手段に記憶されてい
る道 照合してマップマッチングを行い、その走行軌跡が道路交通情報記憶手段に記憶
されていない未登録の道 否かを判定する未登録情報判定手段と、未登録情報判定手段
により未登録と判定された道路 情報を道路交通情報管理センターへ送信するとともに、
道路交通情報管理センターで新規に登録された道路 情報を道路交通情報管理センターか
ら受信する通信手段と、通信手段で受信した新規登録の道路 情報に基づいて道路交通情
報記憶手段の道路交通情報を補正する補正手段とを備える。
（２）　請求項２の車両用経路誘導装置は、未登録情報判定手段によって、

走行軌跡を未登録の道
あるとしたものである。

（３）　請求項３の車両用経路誘導装置は、

交通規制情報を入
手する交通規制情報入手手段を備え、未登録情報判定手段は、交通規制情報入手手段によ
り入手した走行道路の交通規制情報を道路交通情報記憶手段に記憶されている交通規制情
報と照合し、両者が異なる場合には未登録の交通規制情報であると判定し、通信手段は、
未登録情報判定手段により未登録と判定された交通規制情報を道路交通情報管理センター
へ送信するとともに、道路交通情報管理センターで新規に登録された交通規制情報を受信
し、補正手段は、通信手段で受信した新規登録の交通規制情報に基づいて道路交通情報記
憶手段の交通規制情報を補正するようにしたものである。
（４）　請求項４の車両用経路誘導装置は、未登録情報判定手段によって、

場合に、その交通規制情報を未登録の交通規制情報であるとしたもの
である。
（５）　請求項５の車両用経路誘導装置は、 に
よって、 情報または 交通規制情報が種類の異なる複数の車両から
得られた場合に、その 情報またはその 交通規制情報を新規に登録
するようにしたものである。
【０００６】
【発明の効果】
（１）　以上説明したように請求項１の発明によれば、複数の車両で検出された未登録の
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道路交通情報管理センターと車載経路誘導装置（以下、車載
装置という）を搭載した複数の車両との間で道路交通情報の授受を行う車両用経路誘導装
置であって、道路交通情報管理センターは、複数の車両から未登録の道路の情報を収集す
る情報収集手段と、情報収集手段で複数の車両から収集された未登録の道路の情報の中に
同様な未登録の道路の情報が所定数以上ある場合にその未登録の道路を新規に登録する道
路とする情報登録手段と、情報登録手段で新規に登録された道路の情報を複数の車両へ提
供する情報提供手段とを備え、車載装置は、

路と
路か

の
の

の

道路交通情報
記憶手段に記憶されている道路と一致しない走行軌跡が所定の回数以上検出され、それら
の走行軌跡どうしのずれが所定距離以下である場合に、それらの 路
で

道路交通情報管理センターではさらに、情報
収集手段が複数の車両から未登録の交通規制情報を収集し、情報登録手段が情報収集手段
で複数の車両から収集された未登録の交通規制情報の中に同様な未登録の交通規制情報が
所定数以上ある場合にその未登録の交通規制情報を新規に登録する交通規制情報とすると
ともに、情報提供手段が情報登録手段で新規に登録された交通規制情報を前記複数の車両
へ提供し、車載装置ではさらに、ＶＩＣＳ、ビーコン、ＦＭ多重により

特定の道路に
対して前記道路交通情報記憶手段に記憶されている交通規制情報と異なる交通規制情報が
３回以上入手された

道路交通情報管理センターの情報登録手段
未登録の道路の 未登録の

未登録の道路の 未登録の



道路 情報に基づいて正確な最新の道路 情報が得られ、それらを乗員に提供することが
できる。また、新規に登録された道路 情報を目的地までの経路探索の対象とすることに
より、より最適な経路を探索することができる。さらに、道路 情報のメインテナンスが
簡単に行なえる。
（２）　請求項２の発明によれば、各車両においても正確な未登録の道路情報を検出する
ことができ、そのような正確な未登録の道路情報を複数の車両から収集して新規の道路情
報を登録することにより、より正確な道路情報を提供することができる。
（３）　請求項３の発明によれば、複数の車両から収集された未登録の交通規制情報に基
づいて交通規制情報を新規に登録するので、正確な最新の交通規制情報を乗員に提供する
ことができる。
（４）　請求項４の発明によれば、各車両においても正確な未登録の交通規制情報を検出
することができ、そのような正確な未登録の道路情報を複数の車両から収集して新規の交
通規制情報を登録することにより、正確な交通規制情報が得られる。
（５）　請求項５の発明によれば、正確な道路交通情報を登録することができる。
【０００７】
【発明の実施の形態】
図１は一実施形態の構成を示すブロック図であり、（ａ）は車載経路誘導装置（以下、車
載装置と略す）の構成を示し、（ｂ）は道路交通情報通信システムのセンター局の構成を
示す。また、図２は車載装置とセンター局との関係を示す。図２に示すように、車載装置
１０は複数の車両に搭載されて経路誘導などを行なうとともに、未登録の道路交通情報を
検出してその情報をセンター局３０へ送り、センター局３０から新規に登録された道路交
通情報などを受信する。道路交通情報通信システムのセンター局３０は、各車載装置１０
から送られた未登録の道路交通情報を収集し、道路交通情報として新規に登録すべきかど
うかを判断する。そして、新規に登録した道路交通情報を各車載装置１０に提供する。
【０００８】
車載装置１０のコントローラ１１は、マイクロコンピュータとその周辺部品から構成され
、後述する制御プログラムを実行して道路地図上に車両の現在地と目的地までの最適経路
を表示する。コントローラ１１には方位センサ１２、距離センサ１３、ＧＰＳ受信機１４
、記憶装置１５、入力装置１６、受信機１７が接続される。方位センサ１２は車両の進行
方位を検出し、距離センサ１３は車両の走行距離を検出する。ＧＰＳ受信機１４は衛星か
らのＧＰＳ信号を受信して車両の現在地や進行方位などを検出する。また、記憶装置１５
は道路地図データを記憶するＣＤ－ＲＯＭなどの装置であり、入力装置１６は目的地など
を入力する装置である。受信機１７は、ＶＩＣＳ、ビーコン、ＦＭ多重などにより道路交
通情報を受信する。
コントローラ１１にはまた、ディスプレイ１８、スピーカー１９、メモリ２０、送受信機
２１が接続される。送受信機２１は、例えば電話回線を使用してセンター局３０と通信を
行い、新規道路交通情報などの授受を行う。
センター局３０のコントローラ３１は、マイクロコンピューターとその周辺部品から構成
され、複数の車載装置１０から未登録の道路交通情報を収集し、それらに基づいて新規登
録情報を作成して車載装置１０に提供する。
【０００９】
図３は、車載経路誘導装置の地図描画処理を示すフローチャートである。　入力装置１６
のメインスイッチが投入されると、コントローラ１１はこの地図描画処理を開始する。ス
テップ１において入力装置１６により設定された目的地を読み込み、続くステップ２で方
位センサ１２、距離センサ１３およびＧＰＳ受信機１４により車両の現在地と進行方位を
検出する。ステップ３で、記憶装置１５の道路地図データをメモリ２０に記憶されている
新規に登録された道路交通情報により補正し、補正された道路地図データに基づいて現在
地から目的地までの最適経路を演算する。なお、新規登録の道路交通情報については後述
する。
ステップ４において、車両の現在地と進行方位、最適経路、指定縮尺などに基づいて、デ
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の の
の

の



ィスプレイ１８に表示する道路地図の表示領域を演算し、続くステップ５で記憶装置１５
から表示領域を含む道路地図データを読み込む。ステップ６で、記憶装置１５から読み込
んだ道路地図データをメモリ２０に記憶されている新規に登録された道路交通情報により
補正し、補正された道路地図データに基づいて車両周辺の道路地図をディスプレイ１８に
描画する。さらに、ステップ７で、描画した道路地図上の、ＧＰＳ航法あるいは自立航法
により検出した車両の現在地に現在地マークを描画するとともに、上記ステップで演算し
た目的地までの最適経路を描画する。なお、この明細書では、衛星から受信したＧＰＳ信
号に基づいて現在地を検出する方法をＧＰＳ航法と呼び、走行距離と進行方位を検出して
車両の走行軌跡を演算し、走行軌跡を道路地図と照合して現在地を検出する方法を自立航
法と呼ぶ。ステップ８で、車両が移動または回転したかどうかを確認し、車両の移動また
は回転があればステップ４へ戻り、上記処理を繰り返す。
【００１０】
図４は、車載装置側における新規情報の作成処理を示すフローチャートである。
車載装置１０のコントローラ１１は所定時間間隔でこの処理を実行する。なお、所定の走
行距離ごとや、あるいは他の条件によりこの新規情報の作成処理を行なうようにしてもよ
い。ステップ１１において、現在走行している道路は記憶装置１５の道路地図データに存
在する道路か、すなわち登録道路か否かを確認する。登録道路であればステップ１４へ進
み、未登録道路であればステップ１２へ進む。
走行中の道路が未登録道路の場合には、ステップ１２でその道路が実在する道路であるど
うか、つまりＧＰＳ航法や自立航法の検出誤差によって登録道路を未登録道路と誤認して
いるようなことがないかどうかを確認する。
【００１１】
未登録道路か否かの判断は次のように行なう。走行軌跡を道路地図データと照合してマッ
プマッチングを行なった時に、道路地図データに登録されていない道路軌跡が３回以上検
出された場合には、この未登録道路が実在する確 が高いと判断する。例えば図５に示す
ように、地点Ａから地点Ｂまで走行した時に、その走行軌跡を道路地図データと照合して
も道路形状が一致する登録道路が検出できない場合にはその走行軌跡をメモリ２０に記憶
しておく。次に地点Ａから地点Ｂまで走行した時に、ふたたび未登録道路と思われる走行
軌跡が検出された場合には、その走行軌跡をメモリ２０に記憶されている前回の走行軌跡
と照合し、両者のずれが所定距離以内であるかどうかを確認する。このように、未登録道
路と思われる道路が３回以上検出され、毎回の走行軌跡のずれが所定距離以内である場合
には、その道路を未登録道路と認定する。
ステップ１２で未登録道路が検出された時はステップ１３へ進み、検出された未登録道路
に基づいて新規道路交通情報を作成し、メモリ２０に記憶する。
【００１２】
ステップ１１で現在走行中の道路が登録道路であると判断された時は、ステップ１４で、
現在走行中の道路の交通規制情報が記憶装置１５の道路地図データの交通規制情報と同じ
かどうかを確認する。例えば、現在走行中の道路について、道路地図データには交通規制
情報がないのに実際は車線規制があったり、あるいは一方通行規制がある場合など、道路
地図データの交通規制情報が実際の交通規制情報と異なる場合にはステップ１５へ進み、
その規制が事実である確 が高いかどうかを確認する。この交通規制情報の確認は、実際
の交通規制情報が道路地図データの交通規制情報と異なる時にその情報をメモリ２０に記
憶し、特定の道路に対して道路地図データの交通規制情報とは異なる交通規制情報が３回
以上検出された場合には、その交通規制情報は事実である確 が高いと判断する。そして
、ステップ１６で検出された未登録の規制に基づいて新規交通規制情報を作成し、メモリ
２０に記憶する。なお、これらの新規道路情報および新規交通規制情報は道路地図の表示
や最適経路の演算に用いられない。
【００１３】
図６はセンター局との通信処理を示すフローチャートである。
ステップ２１において、メモリ２０に新規道路情報または新規交通規制情報が記憶されて
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いる時はステップ２２へ進み、送受信機２１によりセンター局３０へ記憶されている新規
情報を送信し、続くステップ２３で送信した新規情報をメモリ２０から削除する。
一方、ステップ２３において、センター局３０から新規登録情報を受信した時はステップ
２５へ進み、受信した新規登録情報をメモリ２０に記憶する。センター局３０から送られ
る新規登録情報は、複数の車載装置１０から収集した新規情報に基づいて新たに登録され
た情報であり、車載装置１０はセンター局３０から提供された新規登録情報により記憶装
置１５の道路地図データを補正する。例えば、新規に登録された道路情報は記憶装置１５
の道路地図データに追加し、以後、ディスプレイ１８に表示するとともに、経路探索の対
象道路とする。また、新規に登録された交通規制情報により記憶装置１５の道路地図デー
タの交通規制情報を修正し、以後、最新の交通規制情報をディスプレイ１８に表示すると
ともに、最新の交通規制情報に基づいて経路探索を行なう。
【００１４】
図７は、センター局における新規情報の登録処理を示すフローチャートである。
センター局３０のコントローラ３１は所定時間間隔でこの処理を実行する。ステップ３１
において、メモリ３３に同様な新規情報が所定数以上記憶されている時はステップ３２へ
進み、その新規情報が実在する確 が高いかどうかを確認する。例えば、各車載装置１０
から情報を収集する時に車両のデータ（車種、車幅、車長、車高など）も合せて入手し、
車幅の小さい車両から大きい車両まで、車高が低い車両から高い車両まで、様々な種類の
車両から得られた新規情報であれば実在する確 が高いとする。新規情報が例えば車幅が
小さい車種のみから得られた情報であれば道路幅員が小さいと判断し、幅員の情報を新規
道路情報に加える。ステップ３３で、実在する確 が高い新規情報に基づいて新規登録情
報を作成し、メモリ３３に記憶する。
【００１５】
図８は車載装置との通信処理を示すフローチャートである。
ステップ４１において、メモリ３３に新規登録情報が記憶されている時はステップ４２へ
進み、通信相手の車載装置１０へ新規に登録した道路情報や交通規制情報を送信する。ス
テップ４３では車載装置１０から新規情報を受信したかどうかを確認し、新規情報を受信
した時はステップ４４へ進み、メモリ３３に記憶する。
【００１６】
以上の一実施形態の構成において、記憶装置１５が記憶手段を、コントローラ１１、方位
センサ１２、距離センサ１３、ＧＰＳ受信機１４および記憶装置１５が検出手段を、コン
トローラ１１および送受信機２１が通信手段を、道路交通情報通信システムのセンター局
３０が道路交通情報管理センターを、コントローラ１１が補正手段をそれぞれ構成する。
【００１７】
なお、上述した実施形態では道路交通情報通信システムのセンター局と電話回線を介して
道路交通情報の授受を行なう例を示したが、ＣＤ－ＲＯＭやＩＣカードなどの記録媒体に
より道路交通情報の授受を行なうようにしてもよい。例えば、車載経路誘導装置では道路
地図データを記憶しているＣＤ－ＲＯＭに新規情報を記録するようにし、新しいバージョ
ンのＣＤ－ＲＯＭと交換する時に古いバージョンのＣＤ－ＲＯＭに記憶されている新規情
報をセンター局で収集する。センター局では、収集した新規情報に基づいて新規登録情報
を作成し、道路地図データのバージョンアップの際に新規登録情報を付加する。各車載装
置は、バージョンアップ時に新規登録情報が付加されたＣＤ－ＲＯＭと交換する。
【図面の簡単な説明】
【図１】一実施形態の構成を示すブロック図。
【図２】車載経路誘導装置と道路交通情報通信システムのセンター局との関係を示す図。
【図３】車載経路誘導装置の地図描画処理を示すフローチャート。
【図４】車載経路誘導装置の新規情報の作成処理を示すフローチャート。
【図５】未登録道路か否かの判断方法を説明する図。
【図６】車載経路誘導装置の通信処理を示すフローチャート。
【図７】道路交通情報通信システムのセンター局の新規登録情報の登録処理を示すフロー
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チャート。
【図８】道路交通情報通信システムのセンター局の通信処理を示すフローチャート。
【符号の説明】
１０　車載経路誘導装置
１１　コントローラ
１２　方位センサ
１３　距離センサ
１４　ＧＰＳ受信機
１５　記憶装置
１６　入力装置
１７　受信機
１８　ディスプレイ
１９　スピーカー
２０　メモリ
２１　送受信機
３０　センター局
３１　コントローラ
３２　送受信機
３３　メモリ
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】
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